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がん登録推進法第20条

第二十条
都道府県知事は、当該都道府県の区域内の病院等における院内が
ん登録その他がんに係る調査研究のため、当該病院等の管理者か
ら、当該病院等から届出がされたがんに係る都道府県がん情報
（厚生労働省令で定める生存確認情報及び厚生労働省令で定める
当該病院等に係る第五条第二項に規定する附属情報に限る。）の
提供の請求を受けたときは、全国がん登録データベースを用いて、
その提供を行わなければならない。この場合においては、第十七
条第一項ただし書の規定を準用する。



生存確認情報（法第5条第1項第9号）

• 生存しているか死亡したかの別及び生存を確認した
直近の日として厚生労働省令で定める日

（生死区分、最終生存確認日）
• 死亡を確認した場合にあっては、その死亡の日及び
その死亡の原因に関し厚生労働省令で定める事項

（死亡日、原死因）



法20条に基づく生存確認情報の提供内容

詳細項目名
届出に記載されている死亡日、または厚労省から入手した死
亡情報に基づく死亡日
YYYYMMDD 形式

死亡日

厚労省から入手した死亡情報に基づく原死因原死因
生存確認調査で得た確認日
YYYYMMDD 形式

最終生存確認日



がん治療・療養プロセスと研究における
生存期間の起算日

• 臨床研究における生存期間の起算日は研究の目的に
よって異なる

• 研究の実施にあたっては、研究者が生存期間を起算日
と死亡日より算出できることが望ましい
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診断から治療開始までの期間が予後に与
える影響を検討した研究

非小細胞肺癌について診断から手術実施ま
での待機期間と再発、死亡リスクとの関連
を検討した米国の研究

Heiden BT et al. JAMA Network Open 2021; 4: e2111613 



再発例を対象とした臨床研究の例
Her2タンパク質陰性の転移・再発乳癌患者を対象として、
フッ化ピリミジン系抗悪性腫瘍剤（S-1）とタキサン系薬
剤の効果を比較したランダム化比較試験（非劣性試験）

Takashima T et al. Lancet Oncol 2016; 17: 90-98



臓器別がん登録への生存確認情報の提供



臓器別がん登録

• 学会・研究会が主体となって、協力医療機関からデータ収集す
ることにより臓器別に全国規模で腫瘍登録を行うがん登録

• 専門医のいる医療機関が対象
• 詳細な臨床情報が収集されているため、がんの臨床病理学的特

徴と進行度の正確な把握に基づく適切な治療指針の確立、進行
度分類のあり方などを検討することが可能

• 手術症例データベースであるNational Clinical Database
（NCD）との連携で実施されるタイプ（NCD連携型）とそれ以
外の学会独立型（日本産婦人科学会など）とがある



National Clinical Database（NCD）
• 2010年に外科系10学会が参画して設立された手術症例データベース（現在は14

学会*が参加）
• 登録施設数 5,679、診療科数14,920（2024年4月現在）
• 基本項目と患者属性、術前、手術、術後に関する数十項目から数百項目の医療水

準評価項目の登録を実施
• 外科手術レジストリ（消化器外科、呼吸器外科、乳癌）

• 該当領域手術の95％以上が登録されており、領域のがんが含まれる。外科専門医制度と
連携しているため悉皆性が高い

• 消化器外科、呼吸器外科は短期予後（30日、90日以内死亡など）の把握に限られる

• 外科手術レジストリ以外のがん登録データベース（上記以外）
• すべての施設が登録を行っているわけではなく、悉皆ではない

* 日本外科学会、日本消化器外科学会、日本小児外科学会、日本胸部外科学会、日本心臓血管外科学会、
日本血管外科学会、日本呼吸器外科学会、日本内分泌外科学会、日本乳癌学会、日本脳神経外科学会、
日本病理学会、日本泌尿器科学会、日本形成外科学会、日本内視鏡外科学会



臓器別がん登録における予後情報利用の現状
• 学会独立型やNCD連携型でも乳癌学会の乳癌登録は長期予後（5

年）の把握を行っているが、7～8割程度の把握にとどまっている
• 長期予後の把握が十分にできていない医療機関は、生存率の分析対

象から外して分析しており、一部の施設の情報に基づいて生存率が
算出されている可能性がある（選択バイアス*による影響）

• 全国がん登録からの生存確認情報の提供を受けることができれば、
臓器別がん登録全体の長期予後の精度が大きく改善する

*本来対象としたい集団ではない偏った集団による分析によるバイアス



日本乳癌学会乳癌登録を利用した臨床研究の例
乳房のmedullary carcinomaとinvasive ductal carcinomaの
化学療法の効果をエストロゲン受容体の有無とHer2タンパ
ク質の陽性陰性により層別化して比較を行った研究

Aihara T et al. Breast Cancer Res Treat 2022; 196: 635-645



臓器別がん登録等における全国がん登録情報の利用

• 死亡日：臓器別がん登録が保有している起算日（診断日、
治療開始日、手術日）からの生存期間の算出に使用

• 原死因：
臨床研究での当該疾患死亡と他死亡を識別することにより疾
患特異的生存率（cause-specific survival）の算出に使用
他疾患による死亡の影響を考慮した当該疾患の生存率を算出
することが可能
ICD-10コードが得られれば他疾患死亡の影響の検討が可能



死亡情報の診療録への転記の必要性：臓器別がん登録

• 各診療科から臓器別がん登録に診療録に転記された死亡情報が
提供されることによって、全国がん登録では得られない詳細な
臨床情報を有する臓器別がん登録のデータによる正確な生存率
の把握が可能になる

• 予後に応じたステージ分類や治療法の評価を正確に行うことが
でき、患者の状況に応じた適切な医療の提供が可能になる

• 施設間・地域間の医療の質評価を行うことができる

• 患者がどこに住んでいても質の高い医療を受けられる
（がん医療の均てん化）



死亡情報の診療録への転記の必要性：医療機関での活用

• 医療機関が収集する多様な医療情報（診療内容、主観的アウト
カム、苦痛のスクリーニング）と合わせて予後情報を利用する
ことで診療の質評価を行えるデータベースが各医療機関に構築
できる

• 各都道府県で行う都道府県がん対策推進協議会において、各地
域の実情に合わせた医療の質評価やがんとの共生に関する指標
の評価を行うことができる

• 学会等が運営する登録システムへの詳細なデータの提供により
最新の診断・治療の効果が検討できる

• 誰一人取り残さないがん対策の実現

都道府県がん対策推進協議会や学会等が運営する
登録システムなどへの第三者提供が可能となれば



法20条提供情報の利活用による社会への貢献

• 臓器別がん登録や医療機関の診療情報にある詳細な臨床情
報と正確な予後情報を保有するデータベース（リアルワー
ルドデータ）を用いると、希少がんの新規治療開発におい
て、「サンプルサイズの設計」、「対照群としてのヒスト
リカルコホートとしての活用」に使用ができる

• 開発が遅れがちな希少がんや再発・進行がん、難治性がん
などの新規治療法開発のスピードアップができ、全体的な
死亡率改善に寄与する


